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令和７年度本庄市国民健康保険特別会計予算 

 

令和７年度本庄市国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ７，９８９，４２１ 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流

用することができる場合は、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の

各項の間の流用とする。 

 

 

令和 ７年 ２月２５日 提 出 

 

本庄市長  吉  田  信  解 
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歳　入 (単位：千円）

1 国民健康保険税 1,550,454

1 国民健康保険税 1,550,454

2 国庫支出金 1

1 国庫補助金 1

3 県支出金 5,713,062

1 県補助金 5,713,062

4 財産収入 5

1 財産運用収入 5

5 繰入金 718,494

1 他会計繰入金 523,510

2 基金繰入金 194,984

6 繰越金 1

1 繰越金 1

7 諸収入 7,404

1 延滞金・加算金及び過料 2,401

2 雑入 5,003

7,989,421

　　金　　　　　額　　

第１表   歳入歳出予算

款 項
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 歳　　　　入　　　　合　　　　計 



歳　出 (単位：千円）

1 総務費 145,047

1 総務管理費 128,708

2 徴税費 15,594

3 運営協議会費 745

2 保険給付費 5,653,291

1 療養諸費 4,898,014

2 高額療養費 723,566

3 移送費 100

4 出産育児諸費 25,011

5 葬祭諸費 6,500

6 傷病手当金 100

3 国保事業費納付金 2,082,793

1 医療給付費分 1,404,374

2 後期高齢者支援金等分 508,491

3 介護納付金分 169,928

4 保健事業費 91,282

1 保健事業費 24,479

金　　　　　額款 項
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(単位：千円）

2 特定健康診査等事業費 66,803

5 基金積立金 5

1 基金積立金 5

6 諸支出金 14,003

1 償還金及び還付加算金 14,003

7 予備費 3,000

1 予備費 3,000

7,989,421 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

金　　　　　額款 項
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令 和 ７ 年 度 

本庄市国民健康保険特別会計予算に関する説明書 

 



 



(歳　入) (単位：千円）

1 国民健康保険税 1,550,454 1,544,759 5,695

2 国庫支出金 1 1 0

3 県支出金 5,713,062 5,757,357 △44,295

4 財産収入 5 5 0

5 繰入金 718,494 793,917 △75,423

6 繰越金 1 1 0

7 諸収入 7,404 7,006 398

7,989,421 8,103,046 △113,625

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

１　総　括

比　   較
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歳入歳出予算事項別明細書

歳 入 合 計



(歳　出) (単位：千円）

1 145,047 146,031 △984 145,047

2 5,653,291 5,719,065 △65,774 5,621,780 31,511

3 2,082,793 2,125,038 △42,245 2,082,793

4 91,282 95,903 △4,621 91,282

5 5 5 0 5

6 14,003 14,004 △1 14,003

7 3,000 3,000 0 3,000

7,989,421 8,103,046 △113,625 5,713,062 5 2,276,354

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 比   較
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特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国保事業費納付金

保健事業費

基金積立金

諸支出金

予備費

総務費

保険給付費



2.  歳　入

(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税 （単位：千円）

 1 国民健康保険税 1,550,454 1,544,759 5,695  1 医療給付費分現年課税 1,017,194 医療給付費分現年課税分 1,017,194

分

 2 後期高齢者支援金分現 359,352 後期高齢者支援金分現年課税分 359,352

年課税分

 3 介護納付金分現年課税 134,688 介護納付金分現年課税分 134,688

分

 4 医療給付費分滞納繰越 24,968 医療給付費分滞納繰越分 24,968

分

 5 後期高齢者支援金分滞 9,350 後期高齢者支援金分滞納繰越分 9,350

納繰越分

 6 介護納付金分滞納繰越 4,902 介護納付金分滞納繰越分 4,902

分

1,550,454 1,544,759 5,695

(款)  2 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金 （単位：千円）

 1 災害臨時特例補助金 1 1 0  1 災害臨時特例補助金 1 災害臨時特例補助金 1

1 1 0

 2 国庫支出金  1 国庫補助金

前　年　度 比　較

計

計

節
説　　                  明

区　　分 金　　額
目 本　年　度
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説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目 本　年　度



(款)  3 県支出金 (項)  1 県補助金 （単位：千円）

 1 保険給付費等交付金 5,713,062 5,757,357 △44,295  1 保険給付費等交付金（ 5,621,680 保険給付費等普通交付金 5,621,680

普通交付金）

 2 保険給付費等交付金（ 91,382 保険給付費等特別交付金 91,382

特別交付金）

5,713,062 5,757,357 △44,295

(款)  4 財産収入 (項)  1 財産運用収入 （単位：千円）

 1 利子及び配当金 5 5 0  1 利子及び配当金 5 国民健康保険財政調整基金積立金

利子 5

5 5 0

(款)  5 繰入金 (項)  1 他会計繰入金 （単位：千円）

 1 一般会計繰入金 523,510 534,509 △10,999  1 保険基盤安定繰入金 331,928 保険基盤安定繰入金（保険税軽減

分） 197,064

保険基盤安定繰入金（保険者支援

分） 134,864

 2 未就学児均等割保険税 2,939 未就学児均等割保険税繰入金 2,939

繰入金

 5 繰入金  1 他会計繰入金

節
説　　                  明

区　　分 金　　額
目 本　年　度 前　年　度 比　較

前　年　度 比　較

計

計

節
説　　                  明

区　　分 金　　額
目 本　年　度
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目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　                  明
区　　分 金　　額



(款)  5 繰入金 (項)  1 他会計繰入金 （単位：千円）

 3 職員給与費等繰入金 145,047 職員給与費等繰入金 145,047

 4 産前産後保険税繰入金 1,463 産前産後保険税繰入金 1,463

 5 出産育児一時金等繰入 16,666 出産育児一時金等繰入金 16,666

金

 6 財政安定化支援事業繰 25,467 財政安定化支援事業繰入金 25,467

入金

523,510 534,509 △10,999

(款)  5 繰入金 (項)  2 基金繰入金 （単位：千円）

 1 国民健康保険財政調整 194,984 259,408 △64,424  1 国民健康保険財政調整 194,984 国民健康保険財政調整基金繰入金 194,984

基金繰入金 基金繰入金

194,984 259,408 △64,424

(款)  6 繰越金 (項)  1 繰越金 （単位：千円）

 1 繰越金 1 1 0  1 繰越金 1 前年度繰越金 1

1 1 0

 6 繰越金  1 繰越金

計

節
説　　                  明

区　　分 金　　額
目 本　年　度 前　年　度 比　較

前　年　度 比　較

計

計

節
説　　                  明

区　　分 金　　額
目 本　年　度
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目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　                  明
区　　分 金　　額



(款)  7 諸収入 (項)  1 延滞金・加算金及び過料 （単位：千円）

 1 延滞金 2,400 2,000 400  1 延滞金 2,400 保険税延滞金 2,400

 2 過料 1 1 0  1 過料 1 過料 1

2,401 2,001 400

(款)  7 諸収入 (項)  2 雑入 （単位：千円）

 1 第三者納付金 5,000 5,000 0  1 第三者納付金 5,000 第三者納付金 5,000

 2 返納金 2 2 0  1 返納金 2 返納金 1

過年度分返納金 1

 3 雑入 1 1 0  1 雑入 1 雑入 1

△ 退職被保険者等第三者 0 1 △1 　

納付金

△ 退職被保険者等返納金 0 1 △1 　

5,003 5,005 △2

 7 諸収入  2 雑入

計

節
説　　                  明

区　　分 金　　額
目 本　年　度 前　年　度 比　較

節
説　　                  明

区　　分 金　　額

計

-204-

目 本　年　度 前　年　度 比　較



(款) 1 総務費 (項) 1 総務管理費 （単位：千円）

 1 一般管理費 127,730 127,380 350 127,730  1 報酬 2,802

93,246  2 給料 50,204 ◎ 職員給与費　保険課 93,246

 3 職員手当等 29,241  2 給料 47,457

 4 共済費 20,729  3 職員手当等 26,844

 8 旅費 174  4 共済費 18,945

10 需用費 1,427

9,831 11 役務費 20,211 ◎ 会計年度任用職員給与費　保険課 9,831

12 委託料 2,238  1 報酬 2,802

18 負担金補助 704 　 ・会計年度任用職員報酬 2,802

及び交付金  2 給料 2,747

 3 職員手当等 2,397

 4 共済費 1,784

 8 旅費 101

8,456 ◎ 一般事務費　保険課 8,456

 8 旅費 73

10 需用費 1,427

11 役務費 5,973

12 委託料 279

　　 各種報告書調製システム保守業務委託料 279

18 負担金補助及び交付金 704

　　 オンライン資格確認等運営負担金 704

16,197 ◎ 国保事務電算処理委託事業　保険課 16,197

11 役務費 14,238

12 委託料 1,959

　　 帳票作成業務委託料 1,959

 1 総務費  1 総務管理費
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3.  歳　出

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特　　　定　　　財　　　源



(款) 1 総務費 (項) 1 総務管理費 （単位：千円）

 2 連合会負担 978 1,011 △ 33 978 18 負担金補助 978

金 978 及び交付金 ◎ 埼玉県国民健康保険団体連合会負担金　保険課 978

18 負担金補助及び交付金 978

　　 埼玉県国民健康保険団体連合会負担金 978

128,708 128,391 317 128,708

(款) 1 総務費 (項) 2 徴税費 （単位：千円）

 1 賦課徴収費 15,594 12,633 2,961 15,594  8 旅費 6

10,205 10 需用費 521 ◎ 賦課事業　保険課 10,205

11 役務費 7,607  8 旅費 6

12 委託料 7,460 10 需用費 521

11 役務費 3,705

12 委託料 5,973

　　 帳票作成業務委託料 5,973

5,389 ◎ 徴収事業　収納課 5,389

11 役務費 3,902

12 委託料 1,487

　　 電算処理業務委託料 1,487

15,594 12,633 2,961 15,594

 1 総務費  2 徴税費

地 方 債 そ の 他

計

前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度



(款) 1 総務費 (項) 3 運営協議会費 （単位：千円）

 1 運営協議会 745 746 △ 1 745  1 報酬 670

費 745  8 旅費 51 ◎ 運営協議会事務費　保険課 745

18 負担金補助 24  1 報酬 670

及び交付金 　　 国民健康保険運営協議会委員報酬 670

 8 旅費 51

18 負担金補助及び交付金 24

　　 埼玉県国保協議会負担金 24

745 746 △ 1 745

(款) 1 総務費 (項)△趣旨普及費 （単位：千円）

△ 趣旨普及費 0 4,261 △ 4,261 　

0 4,261 △ 4,261

(款) 2 保険給付費 (項) 1 療養諸費 （単位：千円）

 1 療養給付費 4,838,753 4,898,624 △ 59,871 4,838,753 18 負担金補助 4,838,753

4,838,753 及び交付金 ◎ 療養給付費　保険課 4,838,753

18 負担金補助及び交付金 4,838,753

　　 療養給付費負担金 4,838,753

 2 療養費 47,710 48,191 △ 481 47,710 18 負担金補助 47,710

47,710 及び交付金 ◎ 療養費　保険課 47,710

 2 保険給付費  1 療養諸費

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特　　　定　　　財　　　源



(款) 2 保険給付費 (項) 1 療養諸費 （単位：千円）

18 負担金補助及び交付金 47,710

　　 療養費負担金 47,710

 3 審査支払手 11,551 12,045 △ 494 11,551 11 役務費 11,551

数料 11,551 ◎ 診療報酬請求明細書審査事務費　保険課 11,551

11 役務費 11,551

4,898,014 4,958,860 △ 60,846 4,898,014

(款) 2 保険給付費 (項) 2 高額療養費 （単位：千円）

 1 高額療養費 722,366 725,293 △ 2,927 722,366 18 負担金補助 722,366

722,366 及び交付金 ◎ 高額療養費　保険課 722,366

18 負担金補助及び交付金 722,366

　　 高額療養費負担金 722,366

 2 高額介護合 1,200 700 500 1,200 18 負担金補助 1,200

算療養費 1,200 及び交付金 ◎ 高額介護合算療養費　保険課 1,200

18 負担金補助及び交付金 1,200

　　 高額介護合算療養費負担金 1,200

723,566 725,993 △ 2,427 723,566

 2 保険給付費  2 高額療養費

地 方 債 そ の 他

計

前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度



(款) 2 保険給付費 (項) 3 移送費 （単位：千円）

 1 移送費 100 100 0 100 18 負担金補助 100

100 及び交付金 ◎ 移送費　保険課 100

18 負担金補助及び交付金 100

　　 移送費負担金 100

100 100 0 100

(款) 2 保険給付費 (項) 4 出産育児諸費 （単位：千円）

 1 出産育児一 25,011 26,512 △ 1,501 25,011 11 役務費 11

時金 25,000 18 負担金補助 25,000 ◎ 出産育児一時金交付金　保険課 25,000

及び交付金 18 負担金補助及び交付金 25,000

　　 出産育児一時金交付金 25,000

11 ◎ 出産育児一時金支払手数料　保険課 11

11 役務費 11

25,011 26,512 △ 1,501 25,011

(款) 2 保険給付費 (項) 5 葬祭諸費 （単位：千円）

 1 葬祭費 6,500 7,500 △ 1,000 6,500 18 負担金補助 6,500

6,500 及び交付金 ◎ 葬祭費交付金　保険課 6,500

18 負担金補助及び交付金 6,500

 2 保険給付費  5 葬祭諸費

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳

-209-

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特　　　定　　　財　　　源



(款) 2 保険給付費 (項) 5 葬祭諸費 （単位：千円）

　　 葬祭費給付金交付金 6,500

6,500 7,500 △ 1,000 6,500

(款) 2 保険給付費 (項) 6 傷病手当金 （単位：千円）

 1 傷病手当金 100 100 0 100 18 負担金補助 100

100 及び交付金 ◎ 傷病手当金　保険課 100

18 負担金補助及び交付金 100

　　 傷病手当金 100

100 100 0 100

(款) 3 国保事業費納付金 (項) 1 医療給付費分 （単位：千円）

 1 医療給付費 1,404,374 1,405,913 △ 1,539 1,404,374 18 負担金補助 1,404,374

分 1,404,374 及び交付金 ◎ 医療給付費分　保険課 1,404,374

18 負担金補助及び交付金 1,404,374

　　 医療分国保事業費納付金 1,404,374

1,404,374 1,405,913 △ 1,539 1,404,374

 3 国保事業費納付金  1 医療給付費分

計

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳

前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度



(款) 3 国保事業費納付金 (項) 2 後期高齢者支援金等分 （単位：千円）

 1 後期高齢者 508,491 538,104 △ 29,613 508,491 18 負担金補助 508,491

支援金等分 508,491 及び交付金 ◎ 後期高齢者支援金分　保険課 508,491

18 負担金補助及び交付金 508,491

　　 後期高齢者支援金分国保事業費納付金 508,491

508,491 538,104 △ 29,613 508,491

(款) 3 国保事業費納付金 (項) 3 介護納付金分 （単位：千円）

 1 介護納付金 169,928 181,021 △ 11,093 169,928 18 負担金補助 169,928

分 169,928 及び交付金 ◎ 介護納付金分　保険課 169,928

18 負担金補助及び交付金 169,928

　　 介護納付金分国保事業費納付金 169,928

169,928 181,021 △ 11,093 169,928

(款) 4 保健事業費 (項) 1 保健事業費 （単位：千円）

 1 保健衛生普 8,055 0 8,055 8,055  8 旅費 16

及費 2,305 10 需用費 3,295 ◎ 保健事業事務費　保険課 2,305

11 役務費 2,566  8 旅費 10

12 委託料 2,178 11 役務費 2,295

3,255 ◎ 健康づくりチャレンジポイント事業　保険課 3,255

 4 保健事業費  1 保健事業費

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特　　　定　　　財　　　源



(款) 4 保健事業費 (項) 1 保健事業費 （単位：千円）

10 需用費 3,119

11 役務費 136

2,495 ◎ データヘルス事業　保険課 2,495

 8 旅費 6

10 需用費 176

11 役務費 135

12 委託料 2,178

　　 データヘルス計画策定業務委託料 2,178

 2 疾病予防費 16,424 0 16,424 16,424 11 役務費 71

13,871 18 負担金補助 16,353 ◎ 予防検診助成事業　保険課 13,871

及び交付金 11 役務費 71

18 負担金補助及び交付金 13,800

　　 予防検診補助金 13,800

2,553 ◎ 糖尿病性腎症重症化予防事業　保険課 2,553

18 負担金補助及び交付金 2,553

　　 共同事業分担金 2,553

△ 保健事業費 0 22,377 △ 22,377 　

24,479 22,377 2,102 24,479

 4 保健事業費  1 保健事業費
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計



(款) 4 保健事業費 (項) 2 特定健康診査等事業費 （単位：千円）

 1 特定健康診 66,803 73,526 △ 6,723 66,803  7 報償費 171

査等事業費 66,803  8 旅費 16 ◎ 特定健康診査等事業費　健康推進課 66,803

10 需用費 550  7 報償費 171

11 役務費 3,986  8 旅費 16

12 委託料 62,080 10 需用費 550

11 役務費 3,986

12 委託料 62,080

　　 帳票作成業務委託料 844

　　 特定健康診査業務委託料 51,681

　　 特定健康診査受付業務委託料 3,333

　　 特定健康診査受診率向上支援業務委託料 6,222

66,803 73,526 △ 6,723 66,803

(款) 5 基金積立金 (項) 1 基金積立金 （単位：千円）

 1 国民健康保 5 5 0 5 24 積立金 5

険財政調整 5 ◎ 国民健康保険財政調整基金積立金　保険課 5

基金積立金 24 積立金 5

5 5 0 5

 5 基金積立金  1 基金積立金

計

節

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特　　　定　　　財　　　源



(款) 6 諸支出金 (項) 1 償還金及び還付加算金 （単位：千円）

 1 保険税還付 14,000 14,000 0 14,000 22 償還金利子 14,000

金 14,000 及び割引料 ◎ 保険税還付金　収納課 14,000

22 償還金利子及び割引料 14,000

 2 償還金 3 3 0 3 22 償還金利子 3

3 及び割引料 ◎ 返還金　保険課 3

22 償還金利子及び割引料 3

△ 退職被保険 0 1 △ 1 　

者等保険税

還付金

14,003 14,004 △ 1 14,003

(款) 7 予備費 (項) 1 予備費 （単位：千円）

 1 予備費 3,000 3,000 0 3,000

3,000 ◎ 予備費　保険課 3,000

29 予備費 3,000

3,000 3,000 0 3,000

 7 予備費  1 予備費

計

特　　　定　　　財　　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

説　　　　　　　　　明特　　　定　　　財　　　源

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

説　　　　　　　　　明

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本　 年　 度　 の　 財　 源　 内　 訳 節

一般財源 区　　分 金　　額
国県支出金 地 方 債 そ の 他
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報 酬 給 料
期 末 手 当
年間支給率

（月分）

寒 冷 地
手 当

計

給 与 費 明 細 書

区 分

670本年度 そ の 他 特 別 職 18

（単位：千円）1　特別職

備 考
その他の
手 当

共 済 費 合 計
職 員 数
（人）

給 与 費

地域手当

670 670

前年度 そ の 他 特 別 職 18 670 670670

0 00 0比 較
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（単位：千円）

（単位：千円）

給 与 費

1,260

在 宅
勤 務 等
手 当

給 料 職員手当

2,802

時 間 外
勤務手当

合 計

108,676

10,126

△ 5,700

地域手当

2,100

2,100

0

10,243

491△ 4,000

（1）　総括

2　一般職

20,729

報 酬

管理職員
特別勤務
手 当

102,976

区 分

50,204

職員数

15

共 済 費

(0)

2,480

322

16

計

本 年 度

前 年 度 1,296

備　　　 考

勤勉手当

1,040

28,750

29,241

85,434

△ 3,187

23,242

△ 2,513

比 較

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

504

504

0

12,054

△ 188

12,242

期末手当

1,040222 △ 178△ 288

1,038

1,149

1,327

本 年 度

(2)

△ 117

備考　１　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

54,204

82,247

比 較 △ 1

(2)

職 員 手 当
の 内 訳

特殊勤務
手 当

住居手当

1,008

前 年 度

通勤手当

（人）
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（単位：千円）

備　　　 考

地域手当

985

18,94526,844

100,36726,803 78,527 21,840

△ 7,12141

93,246

0 △ 288 △ 178

前 年 度

△ 401 △ 299

( )

51,72415

△ 1

11,229 9,395

△ 4,226 △ 2,895比 較

( )

△ 4,267

985

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

      ２　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員について外書き

0

2,100

勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

2,100

職 員 手 当
の 内 訳

区 分 職員数

給 与 費

共 済 費 合 計

報 酬 給 料 職員手当 計

74,301本 年 度

( )

47,45714

前 年 度

504 1,296 1,241

222

在 宅
勤 務 等
手 当

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当

本 年 度 504 1,008 1,063 10,828 9,0961,260

1,038

比 較

期末手当

（人）

-217-



イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

給 与 費

備　　　 考

在 宅
勤 務 等
手 当

1,030

2,802 2,747

8,309

区 分 職員数 共 済 費 合 計

報 酬 給 料 職員手当 計

9,7301

前 年 度

(2)

2,480

2,397 7,946 1,784本 年 度

(2)

1 1,947 6,907 1,4022,480

職 員 手 当
の 内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当

450 1,039比 較

(0)

322 267

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

      ２　（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書き

勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

1,4210 382

1,013

本 年 度 86 1,226

通勤手当 期末手当地域手当

55

182

848

比 較 0 213

前 年 度 86

55

（人）
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（2）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

扶養手当

地域手当

62

1,040

期末手当 737

　

住居手当 △ 42

勤勉手当

そ の 他 の

増 減 分

△ 2,033 職員の異動等に伴う増減

職 員 手 当 制 度 改 正 に

伴 う 増 減 分

2,524

そ の 他 の

増 減 分

△ 6,276 職員の異動等に伴う増減

昇 給 に 伴 う

増 加 分

166 平均昇給率 1.40%

昇給日 1月1日

給与の平均改定率（前年度） 3.0%

給与改定の実施時期 令和6年4月1日

給 料 △ 4,000 給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

2,110

そ の 他 の

増 減 分

143 任用等に伴うもの

727

（単位：千円）

備 考

491

増 減 事 由 別 内 訳 説 明区 分 増 減 額

報 酬 給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

179 給与の平均改定率（前年度） 3.0%

給与改定の実施時期 令和6年4月1日

322
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（3）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当り給与

　イ　初任給

備考　１　初任給には、地域手当を含む（国は本府省採用の場合）

214,347

－　

行 政 職

248,621

225,600

－　

264,000

技 能 労 務 職

行 政 職 （ 一 ） （円）

区 分

平 均 給 与 月 額 (円)令和7年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

行 政 職

291,951

317,007

36.0

大 学 卒

区 分

高 校 卒

短 大 卒 214,812

230,112

198,390

(円)

行 政 職

令和6年1月1日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 (歳) 35.9

平 均 給 料 月 額 (円)

(円) 299,312

278,567

（円）

国埼 玉 県

-220-



　ウ　級別職員数

備考　１　( )内は定年前再任用短時間勤務職員について外書き

（級別の基準となる職務）

構成比(％)

（　）

（　）

総合支所長

（　）

（　）

53

20

7

（　）

（　）

100

（  ）

（　）

（　）

（　）

（　）

（  ）

7

（　）

（　）

（　）（　）

（  ）

（　）

（　）

構成比(％)

7

技 能 労 務 職行 政 職

構成比(％)

（　）

（　）

構成比(％)

（  ）

職員数(人)

3

2 （  ）（　）

（　）

級

100

級

1

（  ）

7

2

計

（　）

1

5 （　）

4 （　）

3 （  ） 57

3 22（　）

1

（　）

職員数(人)

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（  ）

（　）

2

計

3

区 分
級

7 （　）

（　）1

6 （　）

職員数(人)

（　）

令和7年1月1日現在

8

（  ）

（  ）

（　）

（　）

（　）

8

1

14

（　）

（　）

4 級

課 長 補佐課 長

（  ） 計

（　）

（　）

（  ） （　）

（　）

1

（　）

7

13

一 般 行 政 職

令和6年1月1日現在

計

区 分 8 級 6 級

8

15

2

（　）

1

5

4

3

（　）

（　）

部 長

局 長

（　）

（　）

技 師 補

2 級

主 事

技 師

1 級

主 査主 幹

次 長

副 参 事

係 長 主 事 補

3 級

主 任

参 事

（　）

5 級

7

6

（　）

（　）

7 級

（　）

（  ）

3

1

2

1

8

（　）

（  ）

（　）

級 職員数(人)
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　エ　昇給

14

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 14 14

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

行 政 職 技 能 労 務 職

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 14

1 号 給 （人）

2 号 給

5 号 給 （人） 4 4

10

6 号 給 （人） 1 1

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100 100

号 給 数 別 内 訳
3 号 給 （人）

4 号 給 （人） 9 9

（人）

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 15 15

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 15 15

1 号 給 （人）

4 号 給 （人） 10

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100 100

5 号 給 （人） 4 4

6 号 給 （人） 1 1

号 給 数 別 内 訳

2 号 給 （人）

3 号 給 （人）
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　オ　期末手当・勤勉手当

備考　１　（　）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

備考　１　支給率等は令和7年1月1日現在

　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 （ ％ ）

支 給 率 （％）

支 給 対 象 職 員 数 （人）

市　内　全　域

2

2

17

備 考
6月（月分） 12月（月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

最 高 限 度 そ の 他 の
備 考

（月分） （月分） （月分） （月分）

本 年 度
(1.20) (1.20) (2.40)

有
2.30 2.30 4.60

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の

前 年 度
（1.175） （1.175） (2.35)

有
2.25 2.25 4.50

国 の 制 度
(1.20) (1.20) (2.40)

有
2.30 2.30 4.60

加 算 措 置 等
区 分

20年勤続 の者 25年勤続 の者 35年勤続 の者

支 給 率 等 33.27075 47.70924.586875
定年前早期退職
特例措置
（3%～45%加算）

国 の 制 度
（支給率 等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

47.709

定年前早期退職
特例措置
（3%～45%加算）
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　ク　その他の手当

同 じ

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同 じ

国 の 制 度 と の 異 同区 分 差 異 の 内 容

同 じ
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

（過年度に係る分） （単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 （見 込） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源 一 般

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

国保情報データベースシステム保守業務委

託
279 　　　　　　－ －   令和7年度 279 279

住民情報帳票作成等業務委託 7,281 　　　　　　－ －   令和7年度 7,281 7,281

特定健康診査等受付業務委託 8,629 　　　　　　－ －   令和7年度 8,629 8,629
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